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社会科学系大学におけるICTリテ
ラシー教育の再生
―アクティブラーニングとBYOD・クラウドの活用―

†1 横浜商科大学　†2 嘉悦大学　　　　　　　　　　　　　　　 

本稿では，社会科学系の小規模大学である嘉悦大学において著者らが取り組んできた「デジタルネイティブ世代の学生

が，正課の内外共に大学において積極的に ICTを使いこなすようになること」を目標とした教育改善の取り組みについて，

ICTリテラシー教育のカリキュラム設計と ICT利用環境整備の双方の観点から紹介する．ICTリテラシー教育の内容を全

面的にアクティブラーニングによる問題解決型のものに刷新するとともに，これを支えるインフラとしての ICT利用環境

は，BYODとクラウドサービスの徹底活用を基本方針とし，従来型の PC教室やオンプレミス型サーバを廃止・縮小した

環境を整備した．

遠山 緑生 †1　田尻 慎太郎 †1

岩月 基洋 †2　岡本 潤 †2　木幡 敬史 †2白鳥 成彦 †2

1．はじめに

嘉悦大学では，2008年以来，デジタルネイティブ世

代への教育をコンセプトとして初年次学生を対象とした

ICTリテラシー教育の再生を図ってきた．

一連の取り組みでは解決すべき課題として，デジタル

ネイティブであるはずの学生が ICTリテラシーを大学で

実践的に活用していないことに着目し，目標を「デジタ

ルネイティブ世代の学生が，正課の内外共に大学におい

て積極的に ICTを使いこなすようになること」とした．

この目標に向け，ICTリテラシー教育内容を再設計した．

従来型のコンピュータリテラシー教育は役割を終えたと

いう認識のもと，デジタルネイティブ時代の学生像とそ

の抱える課題を検討した結果，アクティブラーニング型

によるコミュニケーションとコラボレーションを重視し

たカリキュラムを設計した．

また，この目標を支える ICT利用環境として，講義内

とそれ以外の日常における ICT利用経験が断絶しない

ような環境を目指し，その刷新を図った．ノートPCな

どの ICT機器の持ち込み・活用（以下BYOD, Bring Your 

Own Device）を推進し，Google Apps for Education（以下

Google Apps[1]）など一般的なクラウドサービス環境の
導入を図り，ICT利用環境の更新を行った．一方，固定

PC教室は全廃し，オンプレミス型サーバなど大学固有

環境に閉じたノウハウを必要とする環境や設定をなるべ

く排除した ICT利用環境を整えた．

以下本稿では，これらの取り組みについて，ICTリテ

ラシー教育カリキュラムの内容と ICT利用環境整備の両

面と，その取り組み後の評価について述べる．

2．問題意識と背景

本章では，取り組みの前提となる嘉悦大学の概略につ

いて述べた上で，デジタルネイティブ世代に向けた ICT

リテラシー教育というコンセプトに至った問題意識につ

いて述べる．

2.1　嘉悦大学の概略
嘉悦大学の大学としてのポジションを一言で表せば，

小規模な社会科学系の教育型大学である．本稿の取り組

みは，この特徴を強く意識して行ってきた．

大学キャンパスは東京都小平市に位置する，1キャン

パスのみである．ともに社会科学系の学部である経営経

済学部・ビジネス創造学部のそれぞれ定員200名の二学

部を持ち，全体でも定員1,600人の比較的小規模な大学

である．大学院も持つが進学者はごく少数で，研究者育

成よりは一般教育を主なミッションとした大学である．

また，校訓およびカリキュラムポリシーとして，「実学」

のコンセプトを重視している． 

このような位置づけを前提とした ICTリテラシー教育

は，社会科学的問題に取り組むためのアカデミックリテ

ラシーと，実社会の一般的な問題解決に ICTを積極活用
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するためのリテラシーの育成が目的となる．

2.2　既存 ICTリテラシー教育の課題
第1章で述べたように，本取り組みで解決すべき最大

の課題として意識したのは，デジタルネイティブである

はずの学生が大学において ICTリテラシーを実践的に活

用していないという課題であった．これはたとえば，ゼ

ミや正課内外のグループ作業においてPCを活用してい

ない・できない，などの形で現れる．

大学における ICTリテラシーの活用状況は，大学によ

ってかなり異なるが，特に本学のような社会科学系大学

の中では ICTリテラシーが実践的に活用できていない状

況にある大学はいまだ多く，本取り組み以前の嘉悦大学

はその典型的な状況にあった．嘉悦大学に限らず，多く

の大学では ICTリテラシー教育科目は用意されており，

必修の場合も多い．しかし，これらの科目で教えるリテ

ラシーが，他の科目や課外活動における課題解決手段と

してあまり有効に使われていないのである．

このような状況が生まれるのは，ICTリテラシー教育

の内容的乏しさや，特定教室以外では ICT機器の活用が

しにくいといった環境面での課題が考えられる．そして

何よりも，ICTを活用するのが当然という文化を学生に

根付かせることに既存の ICTリテラシー教育が失敗して

いるという課題がある．

2.3　デジタルネイティブ世代に向けた ICTリテラシー
教育の必要性

現在の大学入学者の主要世代はいわゆるデジタルネイ

ティブ世代[2]であり，入学時点で一定の ICTリテラシ

ーが期待できる．特にネット利用に関しては，多くの教

員より学生の方がリテラシーは高い．

高校での情報科目の普及もあり，大学初年次で従来多

く行われてきたPCの基本操作やオフィスソフトの機能

と使い方を詳細かつ細切れに教えるようなコンピュータ

リテラシー教育は補習的な意味合いを除けば必要なくな

りつつある． 

一方で，大学において必要となる教育･研究の基礎と

して，また将来的にはビジネスの場における人や社会と

かかわるための大人のリテラシーとしての ICT活用につ

いては，平均的学生の大学入学時の能力や経験はいまだ

不十分である．具体的には大学生の次のような問題への

対応を，ICTリテラシー教育が取り組むべき大きな課題

として捉え直す必要がある．

•ICT科目以外で ICTを活用できていない

PC操作はできても，問題解決に使えない

情報消費に長けていても情報生産が不得意

•大人や社会とのコミュニケーションに難あり

友人との携帯メール・SNS的会話がすべて

コミュニケーションのTPOを意識できない

説得力ある形で意見や議論を行えない

•携帯電話利用とPC利用の断絶

PCが必要な局面でも利用を避ける

2.4　PISA2009調査から見える課題
このような問題意識に基づいた教育内容を検討する上

でヒントになったのが，OECD諸国の15歳児（高校1年

生）を対象とした学習到達度調査，PISA2009「デジタ

ル読解力調査」の結果である[3]．
この結果からは，日本の高校生一般がこの方向性での

ICT活用に課題があることが示されている．文部科学省

[4]は結果を，「参加19カ国・地域の中では，『デジタル

読解力』の平均点は，上位（4位）にあり，習熟度の下

位層（レベル1以下）の割合は2番目に少ない．」と比較

的よい結果であるにもかかわらず，「マルチメディア作

品の作成では，『自分で上手にできる』，『誰かに手伝っ

てもらえばできる』と回答した生徒の割合が参加国・地

域の中で最も低く，表計算ソフトを使ったグラフの作成

については，OECD平均より低い水準にある」とまとめ

ている．

つまり，日本の高校生は単純なPCやネットの操作ス

キルは比較的高いにもかかわらず，実践的な課題解決に

ICTを活用するのが苦手という傾向を示しているといえ

る．本学に限らず，大学初年次ではこのような課題を念

頭に置いた ICT教育が必要となっている．

3．ICTリテラシー教育のカリキュラム

本章では，第3章で述べた問題意識を元に，デジタル

ネイティブ世代に向けた ICTリテラシー教育として設計

した ICT4科目について概要を紹介する．

3.1　科目の枠組み
第1章，第2章で述べた問題意識に基づき，2009年度

のカリキュラム改正時に4科目からなる ICTリテラシー

教育科目群を導入した．この科目群は，第2章で述べた

学生像の課題を踏まえ，デジタルネイティブ世代が日常

生活で慣れ親しんでいる携帯電話やネット利用スキル

と，大学生・社会人として必要なリテラシーの間にある
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ギャップを埋め，自らの問題解決の手段として ICTを活

用できる学生の育成を目指す講義とした．

この新しい ICT4科目は，初年次教育[5], [6]の核の一
つとして，原則全員が履修する科目として設定した．各

科目のコンセプトと設置時期を表1に示す．

ICT4科目では，情報の入力–編集–出力という一連の

知的生産プロセスを，4科目それぞれにおいて異なる形

で経験する．このプロセスを通じて，断片化されたソフ

ト利用のノウハウを超えた問題解決の手段として統合的

に ICTを活用し，広く知的生産において必要とされるリ

テラシーの育成を目指す．このような知的生産を通じた

コミュニケーションとコラボレーションの経験を積むこ

とが ICT4科目の学習目標である．

3.2　教育手法と課題内容
講義スタイルとしては，アクティブラーニング[7], [8]
を積極的に導入した．PBL（Problem-Based Learning） の

考え方[9]を基本とし，プロジェクト形式の課題におい
て問題解決に取り組み，その際に必要な操作について

部分的に講義を行うという形を講義の基本構成とした．

PCの操作習得を目的とした演習を最小限にとどめ，問

題解決においてどのように ICTを活用するかを経験する

ためのプロジェクト型演習に主眼を置く．

各プロジェクトは1回または複数回をまたいだ ICTに

よる問題解決型の課題とした．この代表的な例が，3.3

節で示す50%アンケートである．課題の題材は次の3要

件を満たすものを考案，改良して実施してきた．

•情報の入力–編集–出力という一連のプロセスを経

験できるプロジェクトであること

•ICTの活用によって広がる知的活動の可能性を，な

るべく楽しく経験できること

デジタルネイティブ世代には
大人としての I C Tリテラシー

の教育が必要

•最低達成条件の明確さと，頑張りたい学生が上限な

く工夫できる自由さを両立させること

ICT4科目のコンセプトを実現するには，従来の座学

スタイルや大教室型講義，提示課題をこなすだけの実習

科目形式などの授業形態では実現が難しく，教育手法や

環境に関しても見直すことが必要であった．

初年次教育のコア科目の1つとしての重要度からも，

1クラス30～ 40名のクラスを設置し，少人数教育[5]を
徹底している．複数担当者となるため，同科目担当者は

定期的なミーティングとメーリングリストを活用した頻

繁なフィードバックを行い，大学全体のコア科目として

の共通性と品質の確保を図っている．

また，クラスには学部生のSA（Student Assistant） か大

学院生のTA（Teaching Assistant）を各2名配置し，教員

だけではフォローできない細かい操作指導などを担わせ

ている．SA/TAは単なるアシスタントではなく，少人数

クラスにおいて重要となるクラスの雰囲気作りにおいて

も重要な役割を果たすとともに，学生側の視点に立った

フィードバックを報告メールとして提供してもらうこと

でFD（Faculty Development）の一部としても機能するな

ど，多面的な役割を果たしている．

なお，これら4科目，特に ICTツールズ・ICTスキル

ズの科目内容についてより詳しくは，参考文献[10] にお
いて議論しているので，参照されたい．

3.3　講義事例 : 50%アンケート
本取り組みが実現した講義のイメージを紹介するた

め，代表的な講義コンテンツである50%アンケートと呼

んでいる課題について紹介する．この課題は，実践的な

問題解決にすぐに活用できる ICTリテラシーのイメージ

を伝えるため，全学生に入学直後の初回の講義で取り組

んでもらう課題である．BYODのノートPC上で，Goo-

gle Apps の機能を用いて行う．データの可視化を通じて，

問題設定と仮説検証という大学で必要とされる知的問題

解決プロセスの流れを理解し，その際に ICTリテラシー

がどのように役に立つのかを1回の講義で体感してもら

うことを目的としている．

講義の流れは以下のようになる．

1. 数人のグループで，35人程度のクラスがちょうど半

分に分かれそうな２択問題を何案か考えさせ，「この

質問への回答は50%ずつになるだろう」という仮説

を設定させる

2. Google Forms 機能を使って，この問題に対する回答

オンラインフォームを作成させる

表 1　ICT4科目のコンセプトと設置時期

1 年春学期 1 年秋学期
ICTスキルズ
情報の整理，レポートとプレゼ
ンテーションによるコミュニ
ケーション

ICTメディア
視覚メディア（ポスターと
ショートビデオ）によるコミュ
ニケーション

ICTツールズ
表・グラフを使った数量データ
の可視化によるコミュニケー
ション

ICTコモンズ
フィールドワークによる課題発
見と情報発信によるコミュニ
ケーション
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3. クラスのメーリングリストを通じてクラス全員にフ

ォームを共有し，お互いに回答する

4. 回答結果のスプレッドシートを元にグラフを作成し，

回答結果の分析を行う（図1）

5. 当初の仮説と実際のアンケート結果の相違点とその

要因について検討し，発表する

この課題の一通りの実践は，Google Forms などの使い

方を含めても，初学者であっても1時間程度の1回の講

義で完結できる．同じ作業を完全な紙ベースや，Google 

Appsの各種機能を利用しない形でのPC活用だけで行っ

た場合，同等の時間内で作業を完成させることは難しい．

問題解決における ICTの力を意識させやすい本取り組み

の象徴的な事例である．

4．ICT利用環境の再構築

第3章で述べたカリキュラムを実現するにあたっては，

ICT利用環境整備の方向性を改め，BYODとクラウドサ

ービスの活用を前提とした再構築を行った．本章ではこ

の取り組みについて述べる．

4.1　ICT利用環境の方向性刷新
本取り組みの実現にあたり，学生が正課内外で使いこ

なす気になる ICT利用環境の在り方を再検討した結果，

画一的にPCを並べた固定PC教室とオンプレミス型サー

バによるクローズドな教育用 ICT利用環境を廃止・縮小

し，BYODによる学生自身が所有する ICT機器とクラウ

ドサービスの活用を中心としたオープンな環境の実現を

整備の基本方針とした．

以下の3点に類するものは廃止・縮小した．

1. デスクトップPCが並んだPC教室

2. クローズドな環境を前提としたオンプレミス型サー

バやそれに伴う大学特有の環境・設定

3. 個人作業を重視した教室環境

一方，アクティブラーニングによる ICTリテラシー教

育を支援し，正課内外での ICT活用を促すために，以下

の3点を重視した設備・環境を積極的に導入した．

1. ノートPCを中心とした ICT機器のBYOD

2. クラウドサービスの活用

3. コラボレーションを重視した教室環境

図2に廃止したPC教室，図3に新たに整備したKALC

（Kaetsu Active Learning Classroom）の写真を示す（嘉悦

大学Webサイトおよび広報用資料から引用）．このよう

にクローズドな特別環境を廃し，オープンな一般環境と

してのアクティブラーニング教室を用意したことが，方

向性刷新を象徴的に表している．

4.2　PC教室と大学特有環境の廃止・縮小
従来型の大学 ICT利用環境は，いわゆるPC教室とオ

ンプレミス型サーバの組合せによる形が一般的である．

このような環境は，PC初学者に対する効率的な操作方

コミュニケーションと
コラボレーションを重視した
アクティブラーニング教育

図 1　Google Forms による 50％アンケート課題の回答分析

図 2　廃止した PC教室

図 3　KALC（Kaetsu Active Learning Classroom）
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法伝達を重視する場合に，ハードウェア・ソフトウェア

の環境を統一することで教える際の効率性という観点か

らの利点が最も大きいと考えられる．

しかし，基本的な操作スキルはすでに獲得しているデ

ジタルネイティブ世代の学生の観察とヒアリングの結

果，このような環境は弊害も大きいことが分かってきた．

大学が設置したPC環境は個人所有のものほど自由度が

なく，制約が大きい．導入後の経年が増すと，仕様・性

能面での魅力も弱くなる．不便で使う楽しさも低い環境

の利用強制は，ICT活用全体のユーザ体験の質を低下さ

せ，学生の積極的活用の足かせとなり，講義内容への興

味を失わせる一因ともなる．

また，多くの大学では電子メール・ファイル共有など

各種のサーバ機能をオンプレミス型のシステムとして作

り込んで提供している．しかしこれらは保守運用面にお

いて小規模大学のような中小組織には運用が大きな負担

となるにもかかわらず，ユーザインタフェースやグルー

プでの共同作業などの観点で利便性の高いサービスを提

供するのが難しい．これらのクローズドな環境の利用時

には，学内でしか通用しないある種のバッドノウハウが

必要となることも多い．全体に，学生が日常的に利用す

るWeb系やスマートフォン向けのコンシューマ向けネ

ットサービスに比べて，ユーザ体験の質は低いものにな

りがちである． 

このように，ICTリテラシー教育を大学特有の環境に

特化した形で行うことは，学生の日常における ICT活用

と講義での経験を断絶させ，学生が積極的に ICTを実践

活用することの妨げになっているという結論に至り，従

来型の ICT利用環境は廃止・縮小を行った．

4.3　BYOD機器活用環境の整備
学生が大学において積極的に ICTを使いこなす状況の

実現を目指し，第3章で述べた新しい ICT4科目と学生

生活全体の ICT基本環境として，ノートPCを中心とし

たBYOD機器の徹底活用を基本方針とした．

嘉悦大学では2001年の四年制開学以来，学生のノー

トPC所有を義務化していたが，4.2節で述べたような大

学特有の環境が前提で，ノートPCの位置づけが中途半

端だった．本取り組み以前の必修コンピュータリテラシ

ー教育科目も学生のノートPC利用を基本としてはいた

が，講義手法・内容が従来型のPC教室前提のものから

大きく変わっておらず，結局ノートPCは当該科目以外

ではあまり利用されていなかった．

この状況を改めるため，まず「学生の持つ ICT機器を

正しく有効に活用する」ことを主眼に置き，BYOD活用

を徹底した．学生所有のノートPCを利用しやすく，ス

マートフォンやタブレットなどの機器とも連携させられ

る環境を検討した．これらBYOD機器を支えるインフラ

として，ネットワーク環境や，プリンタ，電源提供など

のキャンパス全体の環境を見直した．

BYOD機器で自由かつ快適に ICT環境を活用してもら

いつつ，一定の安全性を保つために，無線LANの高速化，

インターネットへの対外接続回線の強化とネットの利用

状況の可視化が容易になる次世代型ファイアウォールの

導入を行った．自由に使わせるが，問題のあるアクティ

ビティを検知しやすくすることで，必要に応じて学生を

指導できる体制を整えた．

BYOD活用では，より安全性を高めるためにBYOD機

器内に特別な環境を構築する手法もあるが，「使い勝手

が悪いので使われない」という結果になると，積極的に

使いこなす学生の育成という当初目標も達成できなくな

ってしまうことを懸念し，原則として特殊なソフトウェ

ア・設定は必要としない環境とし，学生にはなるべく自

由に使ってもらうようにした．

また，人的な支援体制として，情報メディアセンター

では学生スタッフを主体として運営するヘルプデスクを

充実させ，BYOD機器や各種のサービス利用方法に関す

る質問受付などの支援機能を強化した．これにより，講

義時間内のSA/TAとともに講義時間外も含めた総合的な

ICT利用支援体制を整えた．

4.4　クラウドサービスの活用 
各種 ICTサービス提供の土台として，Google Apps for 

Educationによるクラウドサービス環境を導入し，可能

な限りオンプレミス型の学内サーバ等を廃した．システ

ムの作り込みと大学特有の利用ノウハウの必要性を極力

減らし，広く社会一般に使われているサービスを利用す

る機会を増やした．これにより，一般コンシューマ向け

サービスと同水準のユーザ体験を持つサービスを利用状

況・場所を問わずに安定して提供できるようになった．

クラウドサービス導入の効果が最も有効だったのは

メールサービスである．Google Apps 導入の当初目的は，

PC教室とオンプレミスを廃し
BYODとクラウドベースの
新しい ICT教育環境を構築
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制約の多さと経年に伴う信頼性低下の結果，利用度も低

くなっていた旧メールサーバの置き換えであったが，当

初期待していた単なる老朽化代替を越え，学生の利用度

改善という大きな効果を得ることができた．この改善効

果については，5.1節で詳しく述べる．

Google Appsの導入後は，当初目的であったメールサ

ーバ機能にとどまらず，ドキュメント共有（図４）など

の機能を積極的に活用してきた．これらの機能により，

大学特有環境の作り込みや，大学だけで必要となる特殊

ノウハウ習得の必然性を減らしつつ，より充実した学生

間・学生教職員間でのコラボレーション環境を実現する

ことができた．

このような用途において特に有意義な Google Appsの

機能に，学生も自由に作れるメーリングリストグループ

（ML）の管理機能（Groups）と，個人やMLのアドレス

を情報共有時のアクセスコントロールに使える機能があ

る．従来型のファイルサーバ等においても利用者グルー

プに対してアクセスコントロールを設定することは可能

であったが，管理者がグループを作成する必要などの制

約から，学生の自発的なコラボレーションには有効に機

能しなかった．一方Google Apps は，この機能によりコ

ラボレーション基盤としての実用性が格段に高くなって

いる．

このようにクラウドサービスを活用することで，講義

中やキャンパス内に限定された形でなく，学外にいると

きや課外での活動においても「学生が積極的に活用する

気になる」ICT環境の提供を実現することができた．3.3

節で紹介した50%アンケートは，このような環境を前提

とした講義コンテンツの代表例である．

4.5　アクティブラーニング教室の整備
BYOD活用と関連し，教室環境についても再考した．

アクティブラーニングを重視し，グループワークや学生

同士での「半学半教」（相互に教え合い学び合う）が積

極的に行えるよう，図3に示したKALCと呼ぶアクティ

ブラーニング教室を6教室整備した． 

アクティブラーニング型講義を実施するには，従来型

の教員が前に立ち，学生が一方向を向くという教室の

形は不都合が多い．教員は前から講義するのではなく，

SA/TAとともに教室を回って学生の活動を横から支援す

る必要がある．このような利用形態に向いた，移動しや

すく自由に組み替えられる机や椅子などの什器や，ポー

タブルマイクといった設備を整備した．

アクティブラーニング支援では電子白板などの特別な

機器が重視されがちであるが，BYOD機器との組合せを

考えると，特殊なソフトや設定を必要とする電子白板な

どは不向きである．図3のKALCでは，汎用性の高い一

般的なプロジェクターを前方2面・後方1面の計3面用

意し，多様な資料の同時提示，複数グループによる同時

発表や，遠隔講義などに対応した．投射面はFIGLA社の

ガラス黒板タイプとし，汎用のホワイトボードペンによ

る書き込みや付箋紙，マグネットなどの貼り付けを可能

とした．この環境は，デジタル情報の提示と紙・ペンな

どのアナログ作業の組合せを可能としており，ICT教育

のみならずゼミ活動など幅広く有意義に使われている．

5．取り組みの成果

この6年ほどの取り組みで，第3章で述べた ICTリテ

ラシー教育科目の内容，第4章で述べた ICT利用環境改

革ともに一定の完成度に達した．本章では，これまで述

べてきた取り組みの成果として，嘉悦大学における ICT

サービス利用の現状について紹介する．

5.1　成果の概要と評価アンケート概要
本取り組みの後，学内における学生のPC・ネットな

ど ICT利用は明らかに増えており，「デジタルネイティ

ブ世代の学生が，正課の内外共に大学において積極的に

ICTを使いこなすようになること」という冒頭に掲げた

目標はおおむね達成されつつある．クラウドサービスや

ネットの積極利用が増えた結果，対外回線の通信量も大

きく増えた．Google Apps も各種機能がさまざまな局面

で利用されるケースも増えている． 

以下本章では，本取り組み前後での環境の比較と，

2014年12月に行ったアンケート調査結果に基づいて，

取り組みの成果について検証する．本来なら同一アンケ

ート項目を取り組みの前後で比較するのが望ましいが，

事前の状況に関してはアンケート等を実施していない．

このため今回は傍証として，取り組み前後の ICT利用環図 4　Google Driveの利用画面
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旧され，また障害は少数ユーザに限定して起こり，復旧

対応も大学側で何か行うようなものでなかったため，障

害対応記録が残っていない．少なくとも，稼働率SLAの

99.9%を下回ることはなかった．  

Google Apps導入前，嘉悦大学では特に学生の大学メ

ール利用度がかなり低く，連絡手段として機能不全に陥

っていた．表2の比較で分かるように，導入前はさまざ

まな制限や障害回数が多く，信頼される使いやすいサー

ビスではなかった．使いにくい環境であるためメール利

用頻度は落ち，連絡手段としての信頼性も下がり，さら

に使われなくなる悪循環に陥っていた．

しかし，Google Apps 導入後のGmail 機能は，一般的

なコンシューマ向けメールサービス以上の利便性が提供

可能で，表2比較の導入後に示されるように機能面や信

頼性でメールサービスを大きく改善することができた．

この改善の結果として，大学のメールアドレスが以前よ

り活用されるようになった．

図5に，学生に対するアンケートの「Kaetsu Gmail （@

kaetsu.ac.jp）のメールをどれぐらいの頻度でチェックし

ますか？」という質問に対する回答を示す．なお，この

質問項目については，前述の2014年12月のアンケート

とともに，2012年秋学期に1年生の303名から回答を得

た結果も示し，2年間での変化も検討する． 

どのグループにおいても、過半数以上は毎日大学のメ

ールをチェックしていると答えている．導入前の同アン

ケート結果はないため直接数値比較ができないが，導入

前は大学メールアドレスの利用度が低く機能不全状況で

あったのに対して，全体に利用頻度が高くなり利用度が

改善している．Gmail導入後は機能面や信頼性が向上し

た結果，第3章で述べた ICTリテラシー教育や他の正課

内外の活動において大学のメールアドレスが活用しやす

くなり，さらに利用者全体の利用動機が増すといった好

循環が発生した結果，このように利用度が向上したのだ

と考えられる．

2014年の1年生と2～ 4年生を比較すると，上級生の

方がよりチェック頻度が高い．5.1節で

述べた回答者層の影響を差し引いても，

大学のメールアドレスが単なる講義題

材としてではなく，実際に学生生活で

活用されていることの証明になってい

るといえるだろう．

1年生について2012年と2014年を比

較すると，中間回答の比率が減り，よ

りチェック頻度が高いグループと低い

境比較を示した上で，今回行ったアンケート結果によっ

て現状の分析を述べる形で検証を行う．

アンケート調査の回答者は，選択必修科目「情報エン

トリー」および「ICTシステム基礎」履修者の1～ 4年

生と，各授業で SAを担当している学生を中心とした2

～ 4年生である．全体で，1年生93名と2～ 4年生55名

の計148名の回答結果の分析を述べる．なお回答者の性

質として，1年生に関しては幅広いタイプの学生からの

回答が得られているが，2～ 4年生に関しては55名中37

名と約2/3はSA担当学生による回答であるため，積極性

が高いリーダ層学生の動向が強めに結果に表れている点

は留意が必要である．

5.2　メールサービスの改善と利用度向上
4.4節で述べたように，大学メールサービスの改善が 

Google Apps 導入の当初目的であったが，大きな効果と

して利用度向上という結果が得られた．

Google Apps（Gmail）導入以前・以後の嘉悦大学メー

ルサービスに関する比較を表2に示す．「サービス停止

回数」は，1時間以上のサービス停止を伴う障害イベン

トの年間あたり回数である．この数値は情報メディアセ

ンターの障害記録台帳等の資料に基づく．なお，導入

後2012年度の0回は，厳密には障害がまったくなかっ

たわけではない．しかし発生しても数分～数10分で復

図 5　大学メールアドレスのチェック頻度

導入前（2006） 導入後（2012）
システム構成 UNIXサーバ 2台 クラウド（Gmail）
全体の記憶容量 約 50GB 制限なし
利用者ごとの
受信容量制限

約 30MB
（全体容量制約）

当初 2GB
（現在は無制限）

添付容量制限 3MB 25MB
迷惑メール対策 なし サービスの一部
送受信暗号化 なし 常時
受信クライアント POP,学内 LAN限定

Web UI
POP, IMAP, Web UI, 
専用 App

サービス停止回数 9回（2006年度） 0回（2012年度）
障害対策 ディスク RAID5化 稼働率 SLA 99.9%

表 2　Gmail導入前後のメールサービス比較
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グループに分化していることが分かる．回答者の人数差

と層の違いの影響も考えられるが，チェック頻度が高く

なる最大の要因としては，スマートフォンでのメール利

用の普及が考えられる．一方チェック頻度が低くなる側

は，大学のものに限らない電子メール全体の利用度低下

の影響が考えられる．この点については今後の詳しい調

査と対策が必要だと考えている．

5.3　Google Appsの利用状況
次に，Google Appsの利用状況を紹介する． 

まず，Google Apps の管理パネルのレポート機能から

得られる過去6カ月分の統計情報の抜粋を図6に示す．

これは，Google Appsの各種機能に関する教職員学生全

利用者中，1週間に1度でも利用したユーザ数について，

2014年の各月20日分を抜き出したものである．縦軸は

ユーザ数（人），横軸は日付である．

まずGmailについては，特に春学期末である 7月の

1,303人は，全登録ユーザから大学在籍状況が休眠状態

の者を除いたユーザ数1,500人弱の9割程度であり，授

業期間中の利用度はかなり高い．Gmail以外の代表的機

能であるDriveも，学期中通常時で300前後の利用者数と，

全利用者の2割強が常時利用している．なお，11月の

Drive利用者が特に多いのは，1年生の選択必修授業での

課題提出利用の影響である．

一方，授業がない8月，9月の人数は減少するが，そ

れでもGmailは7割弱の利用者はアクセスしているのに

対し，Driveの利用者は特に8月は97人と大きく減る .

Calendarについては限定的な利用者が定常的に利用し

ている．一定ユーザ（主に教職員）が主体と考えられ，

学生にはあまり普及していないようだ．

Drive機能について，学生の利用状況をより詳しく検

討するため，図7に「Google Driveの利用頻度」につい

て訊ねた質問の回答結果を示す．この結果から，1年生

に比べると，2～ 4年生は，より高頻度に使う層と，ほ

とんど使わない層に二極化していることが分かった．こ

れは， 1年生の ICT4科目受講後にさまざまな局面で積極

的に利用する学生層と，逆に使わなくなってしまう層が

存在することを示していると考えられる．

5.4　BYODノートPCの活用状況
次に，BYODノートPCの活用状況について，アンケ

ート結果を基に現状を述べる．

図8は「週に何日ノートPCを大学に持ってきている

か？」という質問に対する回答である．

1年生は3日という中間的回答が一番多い．これは，

ICTリテラシー科目と基礎ゼミナールというPCを多く

利用する3つの講義が主要因だと考えられる．

一方2～ 4年生は，ほぼ毎日持ってくる層と，あまり

持ってこない層に二極化しており，図7のDriveの利用

傾向と似た結果を示している．履修科目やゼミの運営ス

タイル，課外活動への参加の仕方によって，かなりノー

トPCの活用状況が変わるのだと考えられる．

本取り組みの後，大学内の雰囲気として，正課内外で

ノートPCを活用している光景は以前に比べかなり多く

見られるようになったが，これは全体が平均的に使うよ

うになったというより，二極化している片側のよく使っ

ている層が増えており，その層の動向を反映した結果で

あることがこの結果から推測できる．

図9は，「PCの利用が得意か苦手か」を，非常に苦手

～非常に得意までの4段階で回答してもらった結果であ

る．今回の回答者層の傾向の影響は大きいと考えられる

図 6　Google Apps 各機能の利用状況

図 7　Google Drive の利用頻度

図 8　週に何日ノート PCを持ってきているか
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ものの，全体に1年生より2～ 4年生の方がPC操作への

苦手意識が薄れており，この結果からも学生の ICT活用

を促進するという本取り組みの目標は達成されていると

いえるだろう．

5.5 　クラウドサービス化と運用コスト削減
最後に，システム運用上の成果について述べる．運用

面からは，縮小傾向の予算や人的資源を，従来型インフ

ラの最低限の維持だけで使い果たさずに，運用コストを

削減しながらも，第4章で述べた新しい方向性に投じる

ことができたのが最大の成果である．

一連の ICT利用環境改革は総合的に行ったので，直接

的なコスト対比は難しいが，最も効果が顕著に表れるサ

ーバ台数の削減効果について表3にまとめた．「廃止・

削減サーバ数」は，「対応するGoogle Apps機能名」に示

した機能の導入・普及によって順次廃止した物理的なオ

ンプレミスサーバの台数である．

嘉悦大学全体での物理サーバ台数は，クラウドサービ

スの導入前は十数台程度利用していたので，約1/3～半

数近くを廃止できたことになる．このコスト削減効果は，

単純更新時の機器導入費用で数百万円以上，年間保守費

用で数十万円以上が想定されていた直接コストのみなら

ず，メンテナンスに要する職員の時間などの間接コスト

を含めて非常に大きい．

なお，本稿の取り組みと並行して，本表に含まれない

その他サーバを含めて学内サーバ群の仮想化を推進した

ため，現状大学全体で物理サーバは予備系も含んで4台

図 9　PC利用が苦手か得意か

表 3　Google Appsによって代替したサーバ数
機能 廃止・削減

サーバ数
対応する Google Apps

機能名
メール・ML 2 Gmail, Groups
学生教員用
ファイルサーバ

2 Drive, Sites

学生教員用Webサーバ 1 Drive, Sites, Blogger
ユーザ DB・認証サーバ 1 Google Apps管理パネル
教職員カレンダー・
掲示板

1 Calendar, Sites, Google+, 
Groups

計 7

＋NAS（Network Attached Storage）2台まで削減するこ

とができた．

このようなサービスの廃止や置き換えは意思決定プロ

セスも改善が必要だった．廃止したサーバの持つ機能と

Google Appsが持つ機能は完全に1対1対応するわけでは

ないため，廃止の判断は現場職員だけでは判断が難しい

部分がある．本稿で述べてきた取り組みでは，学長のリ

ーダーシップのもとで，科目担当教員と環境整備を担当

する情報メディアセンターの教職員が密接な連携を行う

体制が構築されたことで，このような意思決定が可能に

なったという要因が大きい．

6．今後の課題

最後に，今後の課題について述べる．

最大の課題として認識しているのは，「スマホネイテ

ィブ世代」とでも呼ぶべき新世代への対応である．

本取り組みを開始した2008年時点では，まだスマー

トフォンの爆発的普及の前であり，いわゆるガラケーで

のコミュニケーション形態に高度適応しているような，

デジタルネイティブ世代の学生像を描いていた．しかし，

ガラケー時代に比べてさらに，特に情報消費者的な用途

の多くでスマートフォンがPCを完全に代替しつつある．

現在のほとんどの学生にとってファーストスクリーンは

完全にスマートフォンであり，平均してPCに対する興

味は薄まっている．この結果，大学新入生のPC利用に

対する抵抗感やハードルが，この1，2年高まりつつあ

るような感触を得ている．

たとえば，多くの学生は困難がない程度にはキーボ

ードが使えても，苦手感を抱くようになりつつある．

図10は第6章で述べたアンケートの，「携帯電話入力と

キーボード入力ではどちらが速いか」という質問に対す

る回答である．この1年生群は半年間必修科目で毎週タ

イピング練習を行い，それなりにキーボード入力に慣れ

た後の回答なのだが，それでも携帯電話やスマ－トフォ

ンでの入力の方が速いと回答した学生は40%を超え，キ

ーボード入力の方が速いと回答した人数より多い．2～

4年生はキーボード入力の方が速いと答えているものの，

スマホシフトの傾向は年々強くなっており，今後1年生

に見られるこの傾向はさらに強くなると考えられる．

大学における ICTリテラシー教育の主眼が，情報生産

者としてのリテラシーを身に付けることだとすると，こ

のようなPC離れの傾向は今後教育コンテンツ設計を難

しくする可能性がある．スマホネイティブ世代の ICT観
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とすり合わせる形で ICTリテラシー教育内容と利用環境

を再考する必要があるだろう．

また，より根本的な課題として ICT利用環境全体の必

然性についても再考の必要があるのではないかと考えて

いる．たとえば，大学管理のメールシステムは本当に必

要だろうか．学籍管理などの点からの大学向け情報シス

テムの整備は今後も必要だろうが，多くの大学で投資し

ているシステムのうちかなりの部分はコンシューマ向け

サービスで代替可能か，むしろその方が利便性が高いケ

ースも多い．学生は一定期間しか大学に所属しないこと

を考慮すると，むしろ個人として責任を持って一般のサ

ービスを使うことに ICTリテラシー教育の主眼を移した

方が良い可能性もある．

このような問題意識は，BYODとクラウドの徹底活用

を通じて生まれてきたものであり，本取り組みの延長線

上において，さらなる検討を行っていきたい．
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図 10　携帯電話とキーボード入力はどちらが速いか
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